
１１ 一般相談支援事業 

(運営に関する基準) 

地域移行支援計画の作成等                
 
第２０条 指定地域移行支援従事者は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた指定地域

移行支援に係る計画(以下この条及び第三十二条第三項において「地域移行支援計画」という。)を作成し

なければならない。 

２ 指定地域移行支援従事者は、地域移行支援計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者につい

て、その心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する

生活や課題等の把握(以下この条及び第四十二条において「アセスメント」という。)を行うとともに、利

用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が地域において自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならない。 

３ 指定地域移行支援従事者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について

丁寧に把握しなければならない。 

４ 指定地域移行支援従事者は、アセスメントに当たっては、利用者に面接しなければならない。この場合

において、指定地域移行支援従事者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得なければな

らない。 

５ 指定地域移行支援従事者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の生

活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、地域移行支援の目標及び

その達成時期並びに地域移行支援を提供する上での留意事項等を記載した地域移行支援計画の原案を作

成しなければならない。この場合において、当該指定地域移行支援事業所が提供する指定地域移行支援以

外の保健医療サービス又は福祉サービスとの連携も含めて地域移行支援計画の原案に位置付けるよう努

めなければならない。 

６ 指定地域移行支援従事者は、計画作成会議(地域移行支援計画の作成に当たり、利用者及び当該利用者

に係る障害者支援施設等、精神科病院、救護施設等又は刑事施設等における担当者等を招集して行う会議

をいい、テレビ電話装置その他の情報通信機器(第三十条第三項第一号及び第三十六条の二第一号におい

て「テレビ電話装置等」という。)を活用して行うことができるものとする。第三十二条第三項において

同じ。)を開催し、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに、地域移行支援計画の原

案の内容について意見を求めなければならない。 

７ 指定地域移行支援従事者は、地域移行支援計画の作成に当たっては、利用者又はその家族に対して説明

し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

８ 指定地域移行支援従事者は、地域移行支援計画を作成した際には、当該地域移行支援計画を利用者及び

当該利用者に対して指定計画相談支援(法第五十一条の十七第二項に規定する指定計画相談支援をいう。)

を行う者に交付しなければならない。 

９ 指定地域移行支援従事者は、地域移行支援計画の作成後においても、適宜、地域移行支援計画の見直し

を行い、必要に応じて地域移行支援計画の変更を行うものとする。 

１０ 第二項から第八項までの規定は、前項に規定する地域移行支援計画の変更について準用する。 

【令和 6年度制度改正に伴う見直し】 

 

 

地域における生活に移行するための活動に関する支援    
 
第２１条 指定地域移行支援事業者は、利用者に対し、住居の確保その他の地域における生活に移行するた

めの活動に関する相談、外出の際の同行、障害福祉サービス(生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就

労継続支援に限る。次条において同じ。)の体験的な利用支援、体験的な宿泊支援その他の必要な支援を

提供するに当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の的確な

把握に努めなければならない。 

２ 指定地域移行支援事業者は、利用者に対して前項の支援を提供するに当たっては、おおむね週に一回以

上、利用者との対面により行わなければならない。 

 

●地域移行支援計画が作成されていない。 

●利用者への対面による支援を１月に２日以上行っていない。 

 

 



 

記録の整備                        
 
第３８条 指定地域移行支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなけれ

ばならない。 

２ 指定地域移行支援事業者は、利用者に対する指定地域移行支援の提供に関する次の各号に掲げる記録を

整備し、当該指定地域移行支援を提供した日から５年間保存しなければならない。 

一 第１５条第１項に規定する提供した指定地域移行支援に係る必要な事項の提供の記録 

二 地域移行支援計画 

三 第２５条の規定による市町村への通知に係る記録 

四 第３５条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

五 第３６条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

●サービス提供の記録を整備していない。 

 

地域定着支援台帳の作成等                
 
第４２条 指定地域定着支援従事者は、利用者の心身の状況、その置かれている環境、緊急時において必要

となる当該利用者の家族等及び当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の

関係機関の連絡先その他の利用者に関する情報を記載した指定地域定着支援に係る台帳(以下「地域定着

支援台帳」という。)を作成しなければならない。 

２ 指定地域定着支援従事者は、地域定着支援台帳の作成に当たっては、利用者の自己決定の尊重及び意思

決定の支援に配慮しつつ、適切な方法によりアセスメントを行わなければならない。 

３ 指定地域定着支援従事者は、アセスメントに当たっては、利用者に面接して行わなければならない。こ

の場合において、指定地域定着支援の職務に従事する者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、

理解を得なければならない。 

４ 指定地域定着支援従事者は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱

える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について

丁寧に把握しなければならない。 

５ 指定地域定着支援従事者は、地域定着支援台帳の作成後においても、適宜、地域定着支援台帳の見直し

を行い、必要に応じて地域定着支援台帳の変更を行うものとする。 

６ 第二項から第四項までの規定は、前項に規定する地域定着支援台帳の変更について準用する。 

【令和 6年度制度改正に伴う見直し】 

 

 

常時の連絡体制の確保等                 
 
第４３条 指定地域定着支援事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特性等に応じ、適切な方法により、

当該利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保するものとする。 

２ 指定地域定着支援事業者は、適宜利用者の居宅への訪問等を行い、利用者の状況を把握するものとする。 

 

●地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たって、利用者と面接していない。 

●適宜利用者の居宅へ訪問等を行い、利用者の状況を把握していない。 

 



１０ 指定計画相談支援 
（運営に関する基準） 
指定計画相談支援の具体的取扱方針            

第 15 条 指定計画相談支援の方針は、第二条に規定する基本方針に基づき、次の各号に掲げるところによるも

のとする。 

一 指定特定相談支援事業所の管理者は、相談支援専門員に基本相談支援に関する業務及びサービス等利用

計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

二 指定計画相談支援の提供に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、利用者の意思決定の支援に配慮するものとする。 

三 指定計画相談支援の提供に当たっては、利用者等の立場に立って懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者

又はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行うとともに、必要に応

じ、同じ障害を有する者による支援等適切な手法を通じて行うものとする。 

２ 指定計画相談支援における指定サービス利用支援(法第五十一条の十七第一項第一号に規定する指定サー

ビス利用支援をいう。)の方針は、第二条に規定する基本方針及び前項に規定する方針に基づき、次に掲げると

ころによるものとする。 

一 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の

支援に配慮しつつ、利用者の希望等を踏まえて作成するよう努めなければならない。 

二 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の自立した日常生活の支援を効果

的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に適切な福祉サービス等の利用

が行われるようにしなければならない。 

三 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を支援する観点か

ら、指定障害福祉サービス等又は指定地域相談支援に加えて、指定障害福祉サービス等又は指定地域相談

支援以外の福祉サービス等、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めてサービ

ス等利用計画上に位置付けるよう努めなければならない。 

四 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成の開始に当たっては、利用者等によるサービスの選択に

資するよう、当該地域における指定障害福祉サービス事業者等又は指定一般相談支援事業者に関するサー

ビスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供しなければならない。 

五 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、そ

の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や利

用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題等の把握(以下「アセスメン

ト」という。)を行わなければならない。 

六 相談支援専門員は、アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合

には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把

握しなければならない。 

七 相談支援専門員は、アセスメントに当たっては、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接

しなければならない。この場合において、相談支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して

十分に説明し、理解を得なければならない。 

八 相談支援専門員は、利用者についてのアセスメントに基づき、当該地域における指定障害福祉サービス

等又は指定地域相談支援が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき課

題等に対応するための最も適切な福祉サービス等の組合せについて検討し、利用者及びその家族の生活に

対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供される福祉サービス等の目標及びそ

の達成時期、福祉サービス等の種類、内容、量、福祉サービス等を提供する上での留意事項、法第五条第

二十三項に規定する主務省令で定める期間に係る提案等を記載したサービス等利用計画案を作成しなけ

ればならない。 



九 相談支援専門員は、サービス等利用計画案に短期入所を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅にお

ける自立した日常生活又は社会生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して

特に必要と認められる場合を除き、短期入所を利用する日数が年間百八十日を超えないようにしなければ

ならない。 

十 相談支援専門員は、サービス等利用計画案に位置付けた福祉サービス等について、法第十九条第一項に

規定する介護給付費等の対象となるかどうかを区分した上で、当該サービス等利用計画案の内容につい

て、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得なければならない。 

十一 相談支援専門員は、サービス等利用計画案を作成した際には、当該サービス等利用計画案を利用者等

に交付しなければならない。 

十二 相談支援専門員は、支給決定又は地域相談支援給付決定を踏まえてサービス等利用計画案の変更を行

い、指定障害福祉サービス事業者等、指定一般相談支援事業者その他の者との連絡調整等を行うとともに、

サービス担当者会議(相談支援専門員がサービス等利用計画の作成のために利用者及び当該変更を行った

サービス等利用計画案に位置付けた福祉サービス等の担当者(以下この条において「担当者」という。)を

招集して行う会議をいい、テレビ電話装置その他の情報通信機器(次条、第二十二条第三項第一号及び第

二十八条の二第一号において「テレビ電話装置等」という。)を活用して行うことができるものとする。

以下同じ。)の開催等により、当該サービス等利用計画案の内容について説明を行うとともに、当該利用

者の生活に対する意向等を改めて確認した上で、担当者から、専門的な見地からの意見を求めなければな

らない。 

十三 相談支援専門員は、サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案の内容について、利用者又

はその家族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得なければならない。 

十四 相談支援専門員は、サービス等利用計画を作成した際には、当該サービス等利用計画を利用者等及び

担当者に交付しなければならない。 

３ 指定計画相談支援における指定継続サービス利用支援(法第五十一条の十七第一項第二号に規定する指定

継続サービス利用支援をいう。)の方針は、第二条に規定する基本方針及び前二項に規定する方針に基づき、次

の各号に掲げるところによるものとする。 

一 相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成後、サービス等利用計画の実施状況の把握(利用者につ

いての継続的な評価を含む。以下「モニタリング」という。)を行い、必要に応じてサービス等利用計画

の変更、福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うとともに、新たな支給

決定又は地域相談支援給付決定が必要であると認められる場合には、利用者等に対し、支給決定又は地域

相談支援給付決定に係る申請の勧奨を行うものとする。 

二 相談支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、福祉サービス等の事業を行う者

等との連絡を継続的に行うこととし、法第五条第二十三項に規定する主務省令で定める期間ごとに利用者

の居宅等を訪問し、利用者等に面接するほか、その結果を記録しなければならない。 

三 前項第一号から第九号まで及び第十二号から第十四号までの規定は、第一号に規定するサービス等利用

計画の変更について準用する。 

四 相談支援専門員は、適切な福祉サービス等が総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者が

その居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が指定障害者支援施設等

への入所又は入院を希望する場合には、指定障害者支援施設等への紹介その他の便宜の提供を行うものと

する。 

五 相談支援専門員は、指定障害者支援施設、精神科病院等から退所又は退院しようとする利用者又はその

家族から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、必要な情報の

提供及び助言を行う等の援助を行うものとする。 

【令和６年度制度改正に伴う見直し】 

 



 

●サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等への訪問による利用者及び

その家族への面接等を行っていない。 

●サービス等利用計画案の利用者等への説明及び文書による同意を得ていない。 

●サービス等利用計画案及びサービス等利用計画を利用者へ交付していない。 

●サービス担当者会議の開催等による担当者への説明や専門的な意見の聴取を行っていない。 

 

 

 

 

 

記録の整備                        
第３０条 指定特定相談支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければな
らない。 

２ 指定特定相談支援事業者は、利用者等に対する指定計画相談支援の提供に関する次の各号に掲げる記録を整
備し、当該指定計画相談支援を提供した日から五年間保存しなければならない。 
一 第１５条第３項第１号に規定する福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録 
二 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳 
イ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画 
ロ アセスメントの記録 
ハ サービス担当者会議等の記録 
ニ モニタリングの結果の記録 

三 第１７条の規定による市町村への通知に係る記録 
四 第２７条第２項に規定する苦情の内容等の記録 
五 第２８条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 
第３１条 指定特定相談支援事業者及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この省令
の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によっ
て認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うこと
が規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面
に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ
る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定特定相談支援事業者及びその従業者は、交付、説明、同意その他これらに類するもの（以下「交付等」と
いう。）のうち、この省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、
当該交付等の相手方の承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者の障害の特性に応
じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識
することができない方法をいう。）によることができる。 

 
●実施したアセスメント、サービス担当者会議、モニタリング等の記録を整備していない。 

 

 
指定基準第３０条及び第３１条に定められた諸記録については、適切に整備し保存してください。 

計画相談支援については、指定基準第１５条に基づきサービス提供を行ってください。指定基
準第１５条第２項第７号（同条第３項第３号において準用する場合を含む。）、第１０号から第
13号まで（同条第３項第３号において準用する場合を含む。）又は同条第３項第２号に定める
基準を満たさないで指定計画相談支援を行った場合は、サービス利用支援費又は継続サービス利
用支援費は算定できません。 



 

 

 

 

【参考】 

大阪府相談支援ハンドブック（サービス等利用計画等の作成にあたって、事例を多数掲載しています） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/chiikiseikatsu/shogai-chiki/soudanshienhandbook.html 

 

http://www.pref.osaka.lg.jp/chiikiseikatsu/shogai-chiki/soudanshienhandbook.html

